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表紙

・連結計算書類
連結株主資本等変動計算書
連結注記表
・計算書類
株主資本等変動計算書
個別注記表

上記事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、書面交付請
求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。なお、本
株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子
提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたしま
す。

第13期定時株主総会招集ご通知
（交付書面に記載しない事項）

第13期（2025年７月１日から2026年６月30日まで）

トラストホールディングス株式会社
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連結株主資本等変動計算書

( 2025年７月 1 日から
2026年６月30日まで )

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計
当連結会計年度期首残高 422,996 220,914 1,096,784 △521,213 1,219,481
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △82,796 △82,796
親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 （ △ ） △711,406 △711,406

自 己 株 式 の 処 分 12,542 14,216 26,759
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当連結会計年度変動額（純額）

当連結会計年度変動額合計 － 12,542 △794,202 14,216 △767,443
当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 422,996 233,456 302,581 △506,996 452,038

その他の包括利益累計額
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当連結会計年度期首残高 △1,625 △1,625 1,217,855
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △82,796
親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 （ △ ） △711,406

自 己 株 式 の 処 分 26,759
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当連結会計年度変動額（純額） 3,581 3,581 3,581

当連結会計年度変動額合計 3,581 3,581 △763,861
当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 1,955 1,955 453,994

連結株主資本等変動計算書

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連 結 注 記 表

１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況
ⅰ. 連結子会社の数 10社
ⅱ. 主要な連結子会社の名称 トラストパーク株式会社

トラスト不動産開発株式会社
株式会社グランシップ
トラストパトロール株式会社
トラストメディカルサポート株式会社
トラストアセットパートナーズ株式会社
株式会社ＲＶトラスト
トラストネットワーク株式会社
株式会社和楽
株式会社嘉麻の庄

② 非連結子会社の状況
該当事項はありません。

③ 開示対象特別目的会社
開示対象特別目的会社の概要、開示対象特別目的会社を利用した取引の概要及び開示対象特別目的会社と
の取引金額等については、「７．開示対象特別目的会社に関する注記」に記載しております。

(2) 持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結会計年度の末日と一致しております。
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連結注記表

ⅰ. 有形固定資産
（リース資産を除く）

建物（建物附属設備を除く）及び車両運搬具は定額法、それ以外は主とし
て定率法によっております。
ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額
法によっております。
なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、
３年の均等償却によっております。
主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建物及び構築物　　　　　２～50年
　機械装置及び運搬具　　　２～17年
　その他（工具器具備品）　２～20年

ⅱ. 無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法によっております。
なお、特許権については８年、自社利用のソフトウエアについては、社内
における利用可能期間（５年）に基づいております。

(4) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
ⅰ. 有価証券の評価基準及び評価方法
・その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
ⅱ. 棚卸資産の評価基準及び評価方法
・販売用不動産 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）によっております。
・仕掛販売用不動産 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）によっております。
・商品及び製品 主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）によっております。
・仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）によっております。
・原材料及び貯蔵品 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）によっております。
② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

ⅲ. リース資産 リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。
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連結注記表

③ 重要な引当金の計上基準
ⅰ. 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。

ⅱ. 株主優待引当金 株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、翌連結会計年度において
発生すると見込まれる額を計上しております。

ⅲ. 株式給付引当金 株式付与規程に基づく当社グループの従業員への当社株式の交付に備える
ため、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上して
おります。

④ 収益及び費用の計上基準
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適用しており、約束した
財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額
で収益を認識することとしております。なお、収益認識適用指針第98項に定める代替的な取扱いを適用
し、商品又は製品の国内の販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時まで
の時間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び
当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

駐車場事業
駐車場の運営・管理を行っております。駐車場の運営・管理に関しては、顧客の駐車場施設利用期間に
わたり履行義務が充足されると判断して収益を認識しております。
取引に関する支払条件は、通常、短期のうちに支払期日が到来し、契約に重要な金融要素は含まれてお
りません。
不動産事業
分譲マンションの企画・販売を行っております。分譲マンションの企画・販売にかかる履行義務は物件
が引き渡される一時点で充足されるものであり、引渡時点において収益を認識しております。取引価格
は不動産売買契約等により決定され、契約締結時に売買代金の一部を手付金として受領し、物件引渡時
に残代金の支払を受けております。
駐車場等小口化事業
駐車場等小口化事業においては、主に「特別目的会社を活用した不動産の流動化にかかる譲渡人の会計
処理に関する実務指針」（会計制度委員会報告第15号）の対象となる不動産（不動産信託受益権を含
む。）の譲渡等に基づき収益を認識しております。
取引に関する支払条件は、通常、短期のうちに支払期日が到来し、契約に重要な金融要素は含まれてお
りません。
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連結注記表

メディカルサービス事業
メディカルサービス事業においては、主に医療機関等への各種コンサルティングを行っております。こ
れらのサービスは契約期間にわたって履行義務を充足する取引であり、履行義務の充足に応じて収益を
認識しております。
取引に関する支払条件は、通常、短期のうちに支払期日が到来し、契約に重要な金融要素は含まれてお
りません。
ＲＶ事業
ＲＶ事業においては、主に顧客から受注した中古車及び新車の販売を履行義務として識別しており、当
該履行義務は中古車及び新車の引渡しをもって顧客に移転すると考えられるため、車両引渡し時の一時
点で収益を認識しております。
取引に関する支払条件は、通常、短期のうちに支払期日が到来し、契約に重要な金融要素は含まれてお
りません。

⑤ その他連結計算書類作成のための重要な事項
ⅰ. 消費税等の会計処理 控除対象外消費税等は発生した連結会計年度の費用として処理しておりま

す。
ⅱ. 退職給付に係る負債 当社及び連結子会社は退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退

職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡
便法を適用しております。

ⅲ. グループ通算制度の適用 当社及び連結子会社は、グループ通算制度を適用しております。これに伴
い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示について
は「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱
い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）に従っております。

(5) 会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。

(6) 表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書関係）

前連結会計年度において独立掲記しておりました「営業外収益」の「受取賠償金」及び「協力金収入」
は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。

また、前連結会計年度において「営業外収益」の「その他」に含めて表示しておりました「受取保険
金」は、営業外収益の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することといたしま
した。なお、前連結会計年度の「受取保険金」は3,335千円であります。
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連結注記表

(7) 会計上の見積りに関する注記
（医療法人に対する営業貸付金の評価）

当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
当連結会計年度の連結貸借対照表において、営業貸付金1,100,000千円及びそれに係る貸倒引当金

990,447千円を計上しております。
当該営業貸付金には、連結子会社であるトラストメディカルサポート株式会社が主として行うメディカ

ルサービス事業に係る特定の医療法人に対する営業貸付金1,100,000千円が含まれており、当該営業貸付
金に対して貸倒引当金990,447千円を計上しております。

識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容
「連結注記表　１.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記　（4)会計方針に関

する事項　③重要な引当金の計上基準　ⅰ.貸倒引当金」に記載のとおり、債権の貸倒による損失に備える
ため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
勘案し、回収不能見込額を貸倒引当金として計上しております。

特定の医療法人に対する営業貸付金1,100,000千円については、当該医療法人の財務内容、過去の経営
成績及び将来の事業計画をもとに債権元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを見積も
り、回収不能見込額を算定しております。

当該医療法人の将来の事業計画は、診療報酬制度に基づく医業収入等の重要な仮定に基づき算定してお
ります。

翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
今後、医療・介護報酬制度が改定された場合や経済環境等の変化等によって、営業貸付金の回収不能見

込額に関する見積りが変化した場合には、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を与える可能性が
あります。

－ 6 －



2026/08/27 11:24:42 / 26335277_トラストホールディングス株式会社_招集通知
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① 担保に供している資産 販 売 用 不 動 産 1,184,398千円
仕掛販売用不動産 1,320,780千円
建 物 及 び 構 築 物 423,302千円
土 地 579,013千円

計 3,507,494千円

② 担保に係る債務 短 期 借 入 金 1,276,707千円
1年内返済予定の長期借入金 1,044,762千円
長 期 借 入 金 1,089,860千円

計 3,411,329千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 2,386,603千円

会 社 名 内 容 金 額

(医)信和会　福岡信和病院 リース契約（未経過リース料） 5,224

(医)心和会 リース契約（未経過リース料） 940

(医)信和会　嘉穂信和病院 リース契約（未経過リース料） 5,503

仕入債務 1,622

２. 連結貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

なお、上記には登記留保として提供している販売用不動産及びその債務を含めております。

(3) 保証債務
次の法人について下記内容の債務保証を行っております。

（単位：千円）

（追加情報）
（保有目的の変更）

当連結会計年度において、保有目的の変更により、「機械装置及び運搬具」に計上していた有形固定資産
4,120千円を「商品及び製品」へ振替えております。なお、当該資産はすべて売却しており、売上原価に計
上しております。
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株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普 通 株 式 5,204,500株 －株 －株 5,204,500株

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普 通 株 式 1,371,954株 49株 38,698株 1,333,305株

決 議 株 式 の 種 類 配 当 金 の 総 額 １ 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2025年９月25日
定 時 株 主 総 会
（注）１，２

普 通 株 式 45,414千円 11.0円 2025年 6 月30日 2025年９月26日

2026年２月９日
取 締 役 会
（注）３

普 通 株 式 37,382千円 9.0円 2025年12月31日 2026年２月27日

３. 連結損益計算書に関する注記
該当事項はありません。

４. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１. 普通株式の自己株式の増加49株は、端株の買取りによるものであります。
２. 普通株式の自己株式の減少は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分24,998株及び従業員退職

による株式付与ＥＳＯＰ信託口から従業員への株式交付13,700株によるものであります。
３. 普通株式の自己株式の株式数には、株式付与ＥＳＯＰ信託口が保有する当社株式（当連結会計年度期

首296,020株、当連結会計年度末282,320株）が含まれております。

(3) 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額

（注）１. 2025年９月25日定時株主総会決議に基づく配当金の総額には、株式付与ＥＳＯＰ信託口が保有する
株式に対する配当金3,256千円を含めております。

２. 2025年９月25日定時株主総会決議に基づく１株当たり配当額には、記念配当2.0円が含まれており
ます。

３. 2026年２月９日取締役会決議に基づく配当金の総額には、株式付与ＥＳＯＰ信託口が保有する株式
に対する配当金2,578千円を含めております。

－ 8 －
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株 式 の 種 類 配 当 金 の 総 額 配 当 金 の 原 資 １ 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

普 通 株 式 37,381千円 利 益 剰 余 金 9.0円 2026年６月30日 2026年９月30日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2026年９月29日開催予定の定時株主総会において、次の議案を付議いたします。

（注）定時株主総会決議に基づく配当金の総額には、株式付与ＥＳＯＰ信託口が保有する株式に対する配当金
2,540千円を含めております。
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５. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産で行い、資金調達については主に銀

行借入により調達しております。また、デリバティブ取引については行っておらず、投機的な取引は行わな
い方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにそのリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金並びに営業貸付金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リ

スクについては、顧客の信用状況を定期的に把握するとともに、債権残高を随時把握することを通じてリス
クの軽減を図っております。

投資有価証券は、主に株式、債券であります。これらは、金利変動リスク及び市場価格変動リスクに晒さ
れております。当該リスクについては、定期的に時価を把握することで、リスクの軽減を図っております。

敷金及び保証金は、主に当社グループの駐車場事業に係る事業所の賃貸借契約に係るものであり、取引先
企業等の信用リスクに晒されております。当該リスクについては、管理部門が主要な取引先の状況を適宜に
モニタリングし、リスクの軽減を図っております。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。
社債及び借入金の使途は、運転資金（主として短期借入金、社債）及び設備投資資金（長期借入金）であ

ります。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されております。また、当該資金調達に係る流動性リスク
に関しては、管理部門が定期的に資金計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持などにより流動性
リスクを管理しております。

ファイナンス・リースに係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金調達を目的としたリース契約によ
るものであり、全契約とも固定金利による契約であります。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することがあります。

－ 10 －
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（単位：千円）
連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1)営業貸付金 1,100,000 1,100,159 159

貸倒引当金（＊1） △990,447 △990,447 －

109,552 109,712 159

(2)投資有価証券 38,572 38,572 －

(3)敷金及び保証金 410,141 383,314 △26,827

資産計 558,267 531,599 △26,667

(1)社債 100,000 97,185 △2,814

(2)長期借入金（＊2） 2,853,925 2,853,624 △300

(3)リース債務（＊3） 512,427 513,901 1,474

負債計 3,466,352 3,464,711 △1,640

（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式（＊） 120

出資金 28,110

(2) 金融商品の時価等に関する事項
2026年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。また、現金及び預金、受取手形、売掛金、買掛金、短期借入金については、現金であること、及び短
期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

(＊1) 営業貸付金に計上している貸倒引当金を控除しております。
(＊2) １年内返済予定の長期借入金については、長期借入金に含めております。
(＊3) 流動負債及び固定負債に計上されているリース債務の合計であります。
(注) 市場価格のない株式等の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報の「投資有価証

券」には含まれておりません。

（＊）市場価格のない株式等には非上場株式等が含まれ、「金融商品の時価等の開示に関する　適用指
針」（企業会計基準適用指針第19号　2019年７月４日）第５項に基づき、時価開示の対象とはし
ておりません。

－ 11 －
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 38,572 － － 38,572

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

営業貸付金 － 109,712 － 109,712

敷金及び保証金 － 383,314 － 383,314

社債 － 97,185 － 97,185

長期借入金 － 2,853,624 － 2,853,624

リース債務 － 513,901 － 513,901

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ

ベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時
価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算
定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：千円）

②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
資　産
(1)営業貸付金

営業貸付金の時価の算定については、元利金の合計額を同様に新規貸付けを行った場合に想定される
利率で割り引いて算定しております。

－ 12 －
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（単位：千円）

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

486,179 40,731 526,911 621,655

(2)投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は金融機関等から

提示された価格によっております。
(3)敷金及び保証金

これらの時価は、将来キャッシュ･フローを期末から返還までの見積り期間に基づき、国債の利回りに
信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。

負　債
(1)社債

これらの時価は、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せし
た利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(2)長期借入金、(3)リース債務
これらの時価は、元利金の合計額を同様の新規借入又は新規リース取引を行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しております。

６. 賃貸等不動産に関する注記
(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

一部の連結子会社では、福岡県その他の地域において、賃貸駐車場等を有しております。当連結会計年度
における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は33,033千円（賃貸収益は主に売上高に、賃貸費用は主に売上
原価に計上）であります。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２. 当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は賃貸用不動産の取得59,333千円であり、主な減少額は

賃貸用不動産の減価償却費18,601千円であります。
３. 当連結会計年度末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額（指

標等を用いて調整を行ったものを含む）によっております。

－ 13 －
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（単位：千円）

当連結会計年度

特別目的会社数 40組合

直近の決算日における資産総額（単純合算） 11,255,720

負債総額（単純合算） 409,720

（単位：千円）

取引内容 勘定科目 金　　額

不動産譲渡高 売上 436,023

理事長報酬の受取 売上 59,590

地代の支払 売上原価 525,727

７. 開示対象特別目的会社に関する注記
(1) 開示対象特別目的会社の概要及び開示対象特別目的会社を利用した取引の概要

当社グループは、不動産特定共同事業法に基づく不動産共同所有投資商品として「トラストパートナー
ズ」を提供しております。「トラストパートナーズ」は、投資家が不動産特定共同事業法に基づき任意組合
契約を締結し、この任意組合が駐車場等の対象不動産を取得してその賃貸収益等を投資家に分配するもので
す。

任意組合では、トラストパーク株式会社又はトラストアセットパートナーズ株式会社が業務執行組合員
（理事長）として任意組合契約に従って管理等を行い、この業務執行の対価として理事長報酬を得ておりま
す。

また、トラストパーク株式会社又はトラストアセットパートナーズ株式会社は、マスターリース会社とし
て任意組合とマスターリース契約を締結し、任意組合から駐車場等の対象不動産を一括して借上げ、時間貸
駐車場等を運営しております。

当連結会計年度末において組成が完了している任意組合は40組合であり、取引残高のある特別目的会社は
以下のとおりです。

(2) 不動産特定共同事業法に基づく任意組合との取引金額等

－ 14 －
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(1) １株当たり純資産額 117円27銭
(2) １株当たり当期純損失 184円53銭

８. 収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報

「連結注記表　１.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記　(4)会計方針に関す
る事項　④収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

９. １株当たり情報に関する注記

（注）１株当たりの純資産額の算定に用いられた当連結会計年度末の普通株式及び１株当たりの当期純損失の算
定に用いられた普通株式の期中平均株式数については、自己名義所有株式分を控除する他、株式付与
ESOP信託口が所有する当社株式（当連結会計年度末282,320株、期中平均株式数289,475株）を控除し
て算定しております。

10. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

11. その他の注記
減損損失に関する注記

当社グループは、駐車場事業は各店舗単位、不動産事業は個々の物件単位、その他事業は各店舗単位又は事
業部門単位で資産のグルーピングを行っており、主に収益性が著しく低下した資産グループについて、帳簿価
額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（24,898千円）として特別損失に計上しております。
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( 2025年７月 1 日から
2026年６月30日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計資本準備金 その他資本

剰 余 金
資本剰余金
合 計

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 422,996 109,435 447,977 557,412 920,821 920,821 △471,997 1,429,232

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △82,796 △82,796 △82,796

当 期 純 損 失 （ △ ） △535,826 △535,826 △535,826

自 己 株 式 の 処 分 13,685 13,685 13,073 26,759

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － 13,685 13,685 △618,622 △618,622 13,073 △591,863

当 期 末 残 高 422,996 109,435 461,663 571,098 302,198 302,198 △458,924 837,369

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産合計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △2,003 △2,003 1,427,229

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △82,796

当 期 純 損 失 （ △ ） △535,826

自 己 株 式 の 処 分 26,759

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 3,942 3,942 3,942

当 期 変 動 額 合 計 3,942 3,942 △587,920

当 期 末 残 高 1,939 1,939 839,308

株主資本等変動計算書

(注) 金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 16 －
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① 有形固定資産
（リース資産を除く）

建物（建物附属設備を除く）及び車両運搬具は定額法、それ以外は主とし
て定率法によっております。
ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額
法によっております。
なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、
３年の均等償却によっております。
主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物　　　10～47年
車両運搬具　　　　　　 　 2 年
工具器具備品　　　　 ３～15年

② 無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づいております。

個 別 注 記 表

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

(3) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。

② 株主優待引当金 株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、翌事業年度において発生
すると見込まれる額を計上しております。

③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見
込額に基づき計上しております。

－ 17 －
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④ 株式給付引当金 株式付与規程に基づく当社従業員への当社株式の交付に備えるため、当事
業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

⑤ 債務保証損失引当金 債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態を個別に勘案し、
損失負担見込み額を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準
持株会社である当社の収益は、連結子会社からの経営指導料及び受取配当金となります。経営指導料にお
いては、子会社への契約内容に応じた受託義務を提供することが履行義務であり、業務が実施された時点
で当社の履行義務が充足されることから、当該時点で収益及び費用を認識しております。受取配当金につ
いては、配当金の効力発生日をもって認識しております。

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
① 消費税等の会計処理 控除対象外消費税等は発生した事業年度の費用として処理しております。
② グループ通算制度の適用 当社は、グループ通算制度を適用しております。これに伴い、法人税及び

地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ
通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応
報告第42号　2021年８月12日）に従っております。

－ 18 －
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個別注記表

科目 当事業年度末残高

関係会社貸付金（短期/長期合計） 2,062,013

貸倒引当金 878,566

債務保証損失引当金 189,423

(6) 会計上の見積りに関する注記
（債務超過の関係会社に対する貸付金及び債務保証の評価）

当事業年度の計算書類に計上した金額
　当社グループでは、グループ会社が保有する資金のグループ内での有効活用を目的として親会社が資金
管理を行っており、関係会社に対して必要資金の貸付けを行うとともに関係会社が外部の金融機関から資
金調達する場合に債務保証を行っております。
　貸借対照表に計上している関係会社貸付金は2,498,013千円、関係会社に対する債務保証の期末残高は
1,115,764千円であります。

（単位：千円）

（注）１. 上記は債務超過の関係会社に対する金額であります。なお、債務超過の関係会社以外に財政状態
が著しく悪化している関係会社はありません。

２. 債務超過の関係会社に対する債務保証の期末残高は400,064千円であり、そのうち㈱和楽に対す
る債務保証期末残高は370,049千円であります。

識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容
　財政状態が悪化した関係会社に対する貸付金について関係会社の財政状態及び経営成績を考慮し、期末
時点の対象会社の実質債務超過額を上限として回収不能見込額を貸倒引当金として計上しております。
　また、債務保証について債務者である関係会社の財政状態の悪化等により当社が保証を履行し、その履
行に伴う求償債権が回収不能となる可能性が高い場合には、実質債務超過額を上限として債務保証損失引
当金を計上しております。
　当事業年度において、債務超過となっている㈱和楽に対する貸付金及び債務保証の履行可能性の評価は
同社の財政状態及び将来の事業計画に基づく支払能力を総合的に判断して回収不能見込額を算定し、債務
保証損失引当金160,439千円を計上しております。
　なお、将来の事業計画については、温浴施設への来館者数、平均単価及び飲食販売予測等の重要な仮定
に基づいて策定しております。
　また、その他の債務超過となっている関係会社に対する貸付金及び債務保証については、実質債務超過
額を回収不能見込額として貸倒引当金878,566千円及び債務保証損失引当金28,984千円を計上しており
ます。

－ 19 －
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① 担保に供している資産 建 物 51,844千円
構 築 物 3,159千円
土 地 127,066千円

計 182,070千円

② 担保に係る債務 短 期 借 入 金 81,707千円
1年内返済予定の長期借入金 13,524千円
長 期 借 入 金 164,769千円

計 260,000千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 73,934千円

(3) 関係会社に対する金銭債権・債務
短期金銭債権 499,594千円
長期金銭債権 2,007,525千円
短期金銭債務 12,960千円

当座貸越極度額 3,200,000千円
借入実行残高 2,000,000千円
差引残高 1,200,000千円

翌事業年度の計算書類に与える影響

　関係会社の財政状態の悪化により実質債務超過額が変動した場合や将来の事業環境の変化等により、支
払能力を見直す等の必要が生じた場合には、翌事業年度の計算書類に重要な影響を与える可能性がありま
す。

２. 貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

(4) 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行と当座貸越契約を締結しております。この契約に
基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

－ 20 －
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会 社 名 内 容 金 額

トラスト不動産開発㈱
金融機関からの借入金 702,000

分譲マンションの手付金等 13,700

トラストパトロール㈱
金融機関からの借入金 23,782

リース契約（未経過リース料） 5,202

トラストメディカルサポート㈱ リース契約（未経過リース料） 918

㈱ＲＶトラスト 仕入債務 112

㈱和楽
金融機関からの借入金 367,298

リース契約（未経過リース料） 2,751

営業収益 669,600千円
販売費及び一般管理費 18,642千円
営業取引以外の取引額 32,184千円

(5) 保証債務
当社は、次の法人について下記の内容の債務保証を行っております。

（単位：千円）

３. 損益計算書に関する注記
(1) 関係会社との取引高

(2) 債務保証損失引当金戻入額
債務保証損失引当金戻入額23,213千円は、トラストネットワーク㈱及びトラストパトロール㈱に対するも

のであります。

(3) 貸倒引当金繰入額
貸倒引当金繰入額613,151千円は、トラストメディカルサポート㈱、㈱嘉麻の庄、㈱RVトラスト、トラス

トネットワーク㈱及びトラストパトロール㈱に対するものであります。

(4) 関係会社株式評価損
関係会社株式評価損90,000千円は、トラストメディカルサポート㈱に対するものであります。

－ 21 －
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株 式 の 種 類 当 事 業 年 度 期 首 増 加 減 少 当 事 業 年 度 末

普 通 株 式 1,371,954株 49株 38,698株 1,333,305株

繰延税金資産
繰越欠損金 3,326千円
貸倒引当金損金算入限度超過額 275,518千円
債務保証損失引当金 59,403千円
減価償却損金算入限度超過額 1,856千円
関係会社株式 142,980千円
出資金評価損 15,676千円
減損損失 15,823千円
退職給付引当金 4,435千円
譲渡制限付株式報酬 11,661千円
その他 10,105千円
繰延税金資産小計 540,788千円
評価性引当額 △513,638千円

繰延税金資産合計 27,150千円

４. 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

（注）１. 普通株式の自己株式の増加49株は、端株の買取りによるものであります。
２. 普通株式の自己株式の減少は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分24,998株及び従業員退職

による株式付与ＥＳＯＰ信託口から従業員への株式交付13,700株によるものであります。
３. 普通株式の自己株式の株式数には、株式付与ＥＳＯＰ信託口が保有する当社株式（当事業年度期首

296,020株、当事業年度末282,320株）が含まれております。

５. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

－ 22 －
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子会社及び関連会社等 （単位：千円）

種 類 会 社 等 の 名 称
議 決 権 等 の
所有(被所有)
割 合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

子会社 トラストパーク㈱ 所有
直接 100％

役務の提供
資金の援助
役員の兼任

経 営 指 導 料 270,000 － －

資 金 の 回 収 100,000 短期貸付金 －

配当金の受取 103,200 － －

子会社 トラスト不動産開発
㈱

所有
直接 100％

役務の提供
資金の援助
役員の兼任
債 務 保 証

経 営 指 導 料 147,600 － －

資 金 の 貸 付 910,000 短期貸付金 436,000

資 金 の 回 収 624,000 長期貸付金 －

増 資 の 引 受 100,000 － －

銀 行 借 入 に
対 す る 保 証 702,000 － －

子会社 トラストパトロール
㈱

所有
直接 100％

役務の提供
役員の兼任
債 務 保 証

債務保証損失
引当金戻入額 4,061 債 務 保 証

損失引当金 28,984

子会社 トラストメディカル
サポート㈱

所有
直接 100％

役務の提供
資金の援助
役員の兼任
債 務 保 証

資 金 の 貸 付 1,147,000 短期貸付金 30,000

資 金 の 回 収 863,505 長期貸付金 992,500

貸倒引当金繰入額 539,920 貸倒引当金 539,920

子会社 ㈱ＲＶトラスト 所有
直接 100％

役務の提供
資金の援助
役員の兼任
債 務 保 証
担保の受入

資 金 の 回 収 21,528 短期貸付金 19,488

担 保 の 受 入 153,789 長期貸付金 495,025

貸倒引当金繰入額 28,083 貸倒引当金 36,399

債 権 放 棄 560,000 － －

子会社 トラストネットワー
ク㈱

所有
直接 100％

役務の提供
資金の援助
役員の兼任

資 金 の 貸 付 35,000 長期貸付金 260,000

貸倒引当金繰入額 22,980 貸倒引当金 247,980

債務保証損失
引当金戻入額 19,151 債 務 保 証

損失引当金 －

６. 関連当事者との取引に関する注記

－ 23 －
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種 類 会 社 等 の 名 称
議 決 権 等 の
所有(被所有)
割 合

関連当事者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

子会社 ㈱和楽 所有
直接 100％

役務の提供
資金の援助
役員の兼任
債 務 保 証

資 金 の 貸 付 100,000 長期貸付金 200,000

債務保証損失
引当金戻入額 － 債 務 保 証

損失引当金 160,439

銀 行 借 入 に
対 す る 保 証 367,298 － －

孫会社 ㈱嘉麻の庄 所有
間接 100％

役務の提供
資金の援助
役員の兼任

資 金 の 貸 付 60,000 長期貸付金 60,000

貸倒引当金繰入額 17,667 貸倒引当金 49,265

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
1．経営指導料については、双方協議により合理的に決定しております。
2．当社は、グループの残余資金の効率的な資金運用を行うためＣＭＳ（キャッシュマネジメントシステム）

を導入しております。ＣＭＳによる資金の貸付及び借入については、取引の内容ごとに取引金額を集計す
ることは実務上困難であるため、記載を省略しております。なお、金利については市場金利を勘案して決
定しております。

3．資金の貸付については、金融機関との利率を勘案して決定しております。なお、㈱RVトラストを除く子
会社及び関連会社からは担保を受け入れておりません。

4．㈱RVトラストに対する資金の貸付については、担保を受け入れております。
5．債務保証については、保証料の受領はありません。取引金額は期末時点での債務保証残高を記載しており

ます。
6．㈱RVトラストに対する債務放棄は、取締役会決議をもって行われたものであります。なお、当該債権に

係る貸倒引当金は過年度に計上済みであるため、当事業年度の損益に与える影響はありません。

７. 収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報
　連結注記表と同一であります。
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(1) １株当たり純資産額 216円80銭
(2) １株当たり当期純損失 138円99銭

８. １株当たり情報に関する注記

（注）１株当たりの純資産額の算定に用いられた当事業年度末の普通株式及び１株当たりの当期純損失の算定に
用いられた普通株式の期中平均株式数については、自己名義所有株式分を控除する他、株式付与ESOP信
託口が所有する当社株式（当事業年度末282,320株、期中平均株式数289,475株）を控除して算定して
おります。

９. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

－ 25 －


